
岡山市平成３０年７月豪雨に係る災害復興住宅建設資金等利子補給金交付要綱 
 

（趣旨） 
第１条 この要綱は、平成３０年７月豪雨（以下「災害」という。）による被災を受けた

住宅の速やかな復興と、住宅に被害を受けた者の生活の安定に寄与することを図るた

め住宅の建設、購入及び補修に必要な資金の借入れを行い、利子を支払った者に対し

て予算の範囲内において利子補給金を交付するものとし、その交付に関しては、この

要綱に定めるもののほか、岡山市補助金等交付規則（昭和４８年市規則第１６号。）に

定めるところによる。 
（交付対象者） 
第２条 利子補給金の交付の対象者（以下「交付対象者」という。）は、別表１に定める

者であって、居住の用に供するため、災害の復興を目的に普通銀行、信用金庫、農林

中央金庫等の預貯金取扱金融機関及び独立行政法人住宅金融支援機構（以下「金融機

関」という。）による住宅融資（以下「融資」という。）を受け、岡山市内で住宅の

建設、購入又は補修する者とする。ただし、市長が特に必要と認めた場合は、この限

りでない。 
２ 前項の融資は、令和３年７月３１日までに金融機関に申込み（以下「融資申込み」と

いう。）したものであって、原則として令和４年１２月３１日までに利子の支払いが開

始するものに限る。 

（利子補給金の額） 
第３条 各交付対象者への利子補給金の交付開始年度の利子補給金の額にあっては、融資

の最初の利子の支払いの日から利子補給金の交付開始年度の１２月３１日までの間に

金融機関に支払った利子額（償還の延滞に係る利子等は除く。金融機関の融資額又は

利率が別表２に定める融資対象限度額又は利子補給率を超える場合は、別表２に定め

る融資対象限度額又は利子補給率を融資額又は利率として算定し、１円未満の端数を

生じたときは、当該端数は切り捨てた額。以下同じ。）とする。 
２ 各交付対象者への利子補給金の交付開始年度以降の毎年度の利子補給金の額は、前年

度１月１日から当該年度１２月３１日までの間に金融機関に支払った利子額とする。 
３ 利子補給金の交付対象期間は、融資の最初の利子の支払いの日から起算して１０年間

又は１０年以内の融資の最終の利子の支払いの日までとする。 
（利子補給金の認定申請等） 
第４条 利子補給金の交付を受けようとする者は、令和３年７月３１日までに岡山市平成

３０年７月豪雨に係る災害復興住宅建設資金等利子補給金交付対象認定申請書（様式

第１号）を次に定める書類を添付して市長に提出しなければならない。 
（１）金融機関の融資決定通知書の写し（金融機関の融資決定前にあっては融資申込書の

写し） 
（２）り災証明書の写し 
（３）誓約書 
（４）金融機関から一般的な住宅融資等を受けるときは、住宅再建の融資に関する申立書 



（５）り災証明書の判定が半壊に至らない者が住宅の建設又は購入を行うときは、被災し

た住宅に関する申告書及び状況がわかる写真、図面等の書類 
（６）その他市長が必要と認める書類 
２ 前項の申請において金融機関の融資申込書の写しを添付した者は、金融機関が融資を

決定した後速やかに金融機関の融資決定通知書の写しを市長に提出しなければならな

い。 
３ 市長は、第１項の申請があった場合は、内容を審査し、適正であると認めたときは、

速やかに交付対象者として認定し、岡山市平成３０年７月豪雨に係る災害復興住宅建

設資金等利子補給金交付対象認定通知書（様式第２号）により、交付対象者に通知す

るものとする。 
４ 市長は、前項の内容の審査の結果により利子補給金を交付することが不適当と認めた

ときは、速やかに申請者に対してその旨を通知するものとする。 
（認定申請の変更） 
第５条 前条第１項の規定による申請の内容を変更しようとする者は、速やかに岡山市平

成３０年７月豪雨に係る災害復興住宅建設資金等利子補給金申請内容変更申請書（様

式第３号）を変更内容を証する書類の写しを添付して市長に提出し、その承認を受け

なければならない。ただし、変更する内容により市長が必要がないと認めるときは、

この限りでない。 
（利子補給金の交付申請等） 
第６条 交付対象者は、利子補給金の交付を受けようとするときは、交付申請を行う初年

度にあっては令和５年１月３１日までに、次年度以降にあっては原則毎年１月３１日

までに岡山市平成３０年７月豪雨に係る災害復興住宅建設資金等利子補給金交付申請

書（様式第４号）を次の各号に定める書類を添付して市長に提出しなければならない。 
（１）利子払込証明書 
（２）借用証書又は金銭消費貸借契約書の写し 
（３）償還予定表の写し 
（４）債権者登録申請書 
（５）融資資金使途証明書 
（６）金融機関から一般の住宅融資等を受けたときは、借入れをその支払いに充当したと

確認できる書類 
（７）その他市長が必要と認める書類 
２ 前項第２号から第４号に掲げる書類の添付については利子補給金の交付の初回申請時

及び当該書類の記載事項に変更があった直後の申請時、前項第５号及び第６号に掲げ

る書類の添付については利子補給金の交付の初回申請時に限る。 
３ 市長は、第１項の申請があった場合は、内容を審査し、適正であると認めたときは、

当該年度の利子補給金の交付決定及び額の確定をし、岡山市平成３０年７月豪雨に係

る災害復興住宅建設資金等利子補給金交付決定及び額の確定通知書（様式第５号）に

より交付対象者に通知するものとする。 
４ 市長は、前項の内容の審査の結果により利子補給金を交付することが不適当と認めた



ときは、速やかに申請者に対してその旨を通知するものとするとともに、必要に応じ

て第１１条の規定による措置を行うこととする。 
（利子補給金の請求等） 
第７条 前条第３項の規定による通知を受けた者は、岡山市平成３０年７月豪雨に係る災

害復興住宅建設資金等利子補給金請求書（様式第６号）に交付決定及び額の確定通知

書の写しを添付して、利子補給金の支払いを請求するものとする。 
２ 市長は、前項の請求を受けた場合は、速やかに当該利子補給金を交付するものとする。 
（利子補給の廃止等） 
第８条 第４条第１項又は第６条第１項の規定による申請の取り下げ、又は利子補給の廃

止をしようとする者は、速やかに岡山市平成３０年７月豪雨に係る災害復興住宅建設

資金等利子補給金廃止等申請書（様式第７号）をその内容を証する書類を添付して市

長に提出し、その承認を受けなければならない。 
（交付対象者の報告義務） 
第９条 交付対象者は、利子補給金の交付期間中において次の各号に該当するときは、速

やかにその旨を市長に報告しなければならない。 
（１）交付対象者の氏名、住所又は連絡先の変更があったとき 
（２）融資対象となっている住宅を自らの居住の用に供さなくなったとき 
（３）融資の借り入れ後に融資内容になんらかの変更が生じたとき 
（４）次条の規定により市長から報告を求められたとき 
２ 交付対象者が利子補給金の交付期間中に死亡したときは、その相続人又は親族は、速

やかにその旨を市長に報告しなければならない。 
（報告、調査及び指示） 
第１０条 市長は、利子補給金の交付に関し、必要があると認めるときは、交付対象者に

対し報告を求め、帳簿、書類その他必要な物件を調査し、又は必要な事項を指示する

ことができる。 
（認定の取り消し等） 
第１１条 市長は、交付対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、第４条第３項の

規定による認定を取り消すとともに、既に交付した利子補給金の全部又は一部の返還

を命ずることができる。 
（１）利子補給金の交付の対象となった融資をその融資又はこの要綱の目的以外の用途に

使用したとき。 
（２）利子補給金の交付に関し不正な行為又は事実があったとき。 
（その他） 
第１２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 
   附 則 
 この要綱は、令和元年１０月２８日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、令和２年５月１９日から施行する。 



   附 則 
 この要綱は、令和２年１２月４日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
 



別表１（第２条関係） 
区 分 住宅の建設、購入の場合   住宅の補修の場合 

交付対象者 

災害の際、現に自ら居住していた住

宅に被害が生じ、り災証明書で全壊

、大規模半壊、又は半壊と判定され

た者 
 
※ただし、り災証明書で半壊に至ら

ないと判定された者のうち、地盤

・擁壁・法面の崩落等により、通

常の補修では引き続き居住するこ

とが困難と認められる場合も対象

とする。 
 

災害の際、現に自ら居住してい

た住宅に被害が生じ、り災証明

書の交付を受けた者 

 
 
 
 
 
 
 
別表２（第３条関係） 

融資対象限度額 利子補給率 

（１） 建設の場合 
【令和元年９月３０日までの融資申込みの場合】 

建設資金 土地取得資金 整地資金 
１６，５００千円 ９，７００千円 ４，４００千円 

【令和元年１０月１日以降の融資申込みの場合】 
建設資金 土地取得資金 整地資金 

１６，８００千円 ９，７００千円 ４，５００千円 
※被災親族同居（申込本人と親族関係にある者が被災し、か

つ、新たに建設された住宅に申込本人と同居する場合をいう。

金融機関の融資に被災親族同居の規定があり、金融機関の審査

により認められた場合に限る。以下同じ。）の加算がある場合

は、建設資金の限度額に６，３００千円（令和元年１０月１日

以降の融資申込みの場合は６，４００千円）を加算する。 
※土地取得のみを目的とした融資は対象とならない。 

 

年０．６３ﾊﾟｰｾﾝﾄ

以内で当該融資の

年利（複数の年利

の融資を受けてい

る場合は、年利の

低い順に充当した

ときのそれぞれの

年利）を限度とす

る。 



（２） 購入の場合 
【令和元年９月３０日までの融資申込みの場合】 

新築住宅及び中古住宅 
（新築マンション及び中古

マンションを含む。） 
２６，２００千円 

【令和元年１０月１日以降の融資申込みの場合】 

新築住宅及び中古住宅 
（新築マンション及び中古

マンションを含む。） 
２６，５００千円 

※被災親族同居の加算がある場合は、限度額に６，３００千円

（令和元年１０月１日以降の融資申込みの場合は６，４００千

円）を加算する。 
 
（３） 補修の場合 
【令和元年９月３０日までの融資申込みの場合】 

補修資金 整地資金 引方移転資金 
７，３００千円 ４，４００千円 ４，４００千円 

【令和元年１０月１日以降の融資申込みの場合】 
補修資金 整地資金 引方移転資金 

７，４００千円 ４，５００千円 ４，５００千円 
 ※整地資金及び引方移転資金の融資を受ける場合は、限度額は

合計で４，４００千円（令和元年１０月１日以降の融資申込み

の場合は４，５００千円）とする。 
 

（４） 建設（リバースモーゲージ）の場合 
【令和元年９月３０日までの融資申込みの場合】 

建設資金 土地取得資金 整地資金 
２１，６００千円 ９，７００千円 ４，４００千円 

【令和元年１０月１日以降の融資申込みの場合】 
建設資金 土地取得資金 整地資金 

２２，０００千円 ９，７００千円 ４，５００千円 
 ※被災親族同居の加算がある場合は、建設資金の限度額に６，

３００千円（令和元年１０月１日以降の融資申込みの場合は

６，４００千円）を加算する。 
※土地取得のみを目的とした融資は対象とならない。 

 

年２．１２ﾊﾟｰｾﾝﾄ

以内で当該融資の

年利（複数の年利

の融資を受けてい

る場合は、年利の

低い順に充当した

ときのそれぞれの

年利）を限度とす

る。 



 
（５） 購入（リバースモーゲージ）の場合 
【令和元年９月３０日までの融資申込みの場合】 

新築住宅及び中古住宅 
（新築マンション及び中古

マンションを含む。） 
３１，３００千円 

【令和元年１０月１日以降の融資申込みの場合】 
新築住宅及び中古住宅 

（新築マンション及び中古

マンションを含む。） 
３１，７００千円 

※被災親族同居の加算がある場合は、限度額に６，３００千円

（令和元年１０月１日以降の融資申込みの場合は６，４００千

円）を加算する。  
 
（６） 補修（リバースモーゲージ）の場合 
【令和元年９月３０日までの融資申込みの場合】 
補修資金 整地資金 引方移転資金 

７，３００千円 ４，４００千円 ４，４００千円 
【令和元年１０月１日以降の融資申込みの場合】 

補修資金 整地資金 引方移転資金 
７，４００千円 ４，５００千円 ４，５００千円 

 ※整地資金及び引方移転資金の融資を受ける場合は、限度額は

合計で４，４００千円（令和元年１０月１日以降の融資申込み

の場合は４，５００千円）とする。 
 

 


